
福井県教育振興基本計画の主な施策と成果の一覧 

成果 

◆ 学力の育成 

 ・学力向上センターを設置して1学期から学力調査の結果を授業に反映(H24～) 

 ・少人数教育を進め中学1年生で30人学級編制、小学校1～3年生の35人学級編制を実現 

 ・NHKと共同作成した独自音声・映像教材の活用等により英語の話す・聞く力を向上 

 ・高校生が2週間の海外語学研修を開始、TOEIC成績が向上(H23～約300名参加) 

 ・全国科学オリンピックへの参加促進(H22：100名→H26：250名) 

 ・南部陽一郎など一流講師によるサイエンス講演会を実施(H23～約1,900名参加) 

 ・白川文字学を活かした独自の教材による漢字教育を全小学校で導入(H23～) 

 ・幼児教育支援センターを開設 (H24～)、保幼小接続カリキュラムを策定(H26) 

 ・授業名人による公開授業や授業を撮影したDVD等の活用(H19～171名任命) 

 ・県外からの教員受入を開始(H24～20名)、県外先進校や行政に教員を派遣(H24～35名) 

 ・教職大学院へ教員を派遣。中堅教員・教頭を対象に福井大学との連携研修を開始 

  (H23～大学院107名派遣) 

 ・「教育情報フォーラム」を運用して学習指導プランを共有(H23～約4,500件) 

 ・職業高校では国家資格等の取得を促進(H25：約2,500名) 

  企業現場での10日間の実習を開始(H24～約250名) 

 ・県外からの教育関係視察者数は5倍以上に増加(H22：260名→H25：1,576名) 

  ⇒ 小中学生の学力は7年連続全国トップクラス 

    高校生の授業わかる度はH23年の50％から76％に向上 

◆ 学校づくりと地域・家庭の教育力向上 
 ・全小中学校でスクールプランを公表、小中学校の合同授業を実施（H25：10回） 

 ・奥越明成高校、坂井高校、若狭東高校を総合産業高校として再編 

 ・県内小中学校の統廃合が進捗 

 ・県立高志中・高校が平成27年4月開校予定 

 ・幼児教育支援センターを開設して保護者支援等を実施(H24～)  

  ⇒ 放課後子どもクラブはH22年の90.1％から全小学校区で6年生まで拡充 

◆ スポーツ・文化の振興 
 ・福井国体に向け特別強化競技(19競技)の指定、スーパーアドバイザーの派遣 

  (49名)や専門教員の採用(15名)、ジュニア選手強化指定(568名)等を実施(H23～) 

 ・県民スポーツ祭で体験イベントや冬季スポーツを普及(H25：35,000人参加) 

 ・小学3年生から中学3年生の国語で百人一首、古典、漢文を活用(H25：130時間) 

 ・文化財指定を迅速化(4年間で37件を指定見込) 

  ⇒ 国体順位はH22年の34位から17位に向上 

現計画施策(H23～27) 

◆ 基本目標1：学力の育成 

「福井型18年教育」の推進 

 ・学力向上センターの設置 

 ・少人数教育を進め柔軟な学習指導を実現 

 ・中高6年間を通じた英語コミュニケーション能力の向上 

 ・国際科学オリンピックへの参加促進等による理科・数学 

  教育の充実  

 ・幼児教育支援センター設置、幼児教育プログラム策定 

 ・白川文字学を活かした漢字学習の確立と定着 

 ・学校全体の授業研究体制を支援 

 ・大学との連携により教員の専門性向上 

 ・教育研究所による教員支援の強化 

 ・職業高校と大学等の連携による出前授業 

  現場実習や資格取得を通じた専門技能習得 

◆ 基本目標3、4： 

  学校づくりと地域・家庭の教育力向上 

 ・地域・学校協議会のネットワーク化、小中連携を進展 

 ・教職員加配等により小中学校統廃合を支援 

 ・県立高校の再編整備 

  ・中高一貫教育など生徒の希望を実現する体制の検討 

 ・幼児教育における「親育ち」支援の充実 

 ・放課後子どもクラブなど地域による学校支援の充実 

◆ 基本目標5、6：スポーツ・文化の振興 

 ・福井国体に向け計画的に施設整備、選手強化 

 ・スポーツを通じた健康づくりの推進 

 ・漢詩・短歌等を県民文化として醸成 

 ・地域の核となる文化財を集中的に整備 

◆ 基本目標2：心と体の育成 

 ・ふるさと福井について理解を深める教育の実施 

 ・体力テストの結果を分析して体力向上策に活用 

 ・未然防止・初期対応等の不登校対策指針 

◆ 心と体の育成 
 ・郷土の先人の独自教材を全小学校で活用 

  こども歴史文化館で橋本左内や岡倉天心等の展示を実施 

 ・全小学校で1時間以上の運動を行う「アクティブワン活動」を促進 

 ・不登校対策指針に基づく未然防止、初期対応、自立支援による対策を徹底 

    ⇒ 小中学生の体力は5年連続全国トップクラス 

       小中学校の不登校率がH15年から約2割低下 

資料２－１ 


